










現在までに毎日5万人
以上の裨益者に安全な
水を供給することを実現

事業地で下痢が

34％軽減（報告件数）

8. 今後の展望
ソマリア新政府樹立の下、長年崩壊していた社会基盤サービスの構築が急務となる。支援の在り方も緊急援助からより堅固で持続的な

サービスへと移行していく必要がある。 IOM浄水・給水事業を持続的に成り立たせる戦略を以下に記す。

表－4　IOM給水事業戦略

フェイズ 期間 主要な活動
試験事業 2012年 1月-3月 JICAの資金援助により約5千名対象とした試験事業を開始

第一段階 2012年3月 外務省の資金援助で約5万人へ拡大

第二 2013年6月

l 同省とフランス政府の資金援助で約12万人へ拡大

l 事業パートナーNGOsとコミュニティ水委員会の維持管理能力強化

l 現地の民間セクターとのパートナーシップを模索

第三 2014年
l 約30万人へ拡大

l 現地民間セクターとの協力関係強化

第四 2015年

l 約50万人へ拡大

l 一部地域にて住民より水道料金を徴収開始

l 外部援助資金を減らし、ソマリア民間セクター、ソマリア政府からの投資を増やす

第五 2016年
l 約100万人規模に拡大

l IOMは撤退し外部援助なしで、事業化

事業の持続性に欠かせない要素はソマリア政府の更なる事業遂行

能力強化とソマリア民間セクターの参画である。ソマリアの

中央政府、そして地方政府が機能して初めて給水事業の維持管理

の役割を委譲することが可能となる。また、民間セクターの役割も

欠かすことができない。政府機関との調整が必要となるが、

民間セクターが浄水・給水システムを維持管理し、政府関係機関が

監視、モニタリング、規制といった役割を担う官民連携（PPP）事業も

視野に入れている。

技術的な側面の今後の展望としては、水源（河川）からの揚水方法、

ポリグルをタンクにいれる際の簡便化、そして新しい水質浄化剤の

利用である。現在の揚水方法として、太陽光エネルギーを用いた

汲み上げ方法を検討している。また、ポリグルを投入し混ぜる方法

として、農業で肥料を水に混ぜる際に用いる注入装置を給水口に

取り付けることにより、水源（河川）から揚水するときに同時に

ポリグルを投入し、混合することを検討している。また、安全な水を

供給するだけでは、人々の健康向上には繋がらないことも IOMは

認識している。トイレ施設の向上、そして住民の環境衛生に対する意

識改革を同時に行ってこそ、人々の健康に寄与できるものと

考え、IOMは包括的な水・衛生支援活動を継続して行っている。

(情報更新日：2013年8月15日）

お問い合わせ先
本資料ならびにIOMソマリア水衛生支援事業に関する詳細は
伊藤千顕（cito@iom.int）、熊丸耕志（kkumamaru@iom.int）までお問い合わせください。

参考資料：テレビ東京「ガイアの夜明け」2013年3月19日放送回 http://bit.ly/1aRYHdV

表紙写真：© IOM 2012 (Photo: Sharazad Dalel)
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国際移住機関（IOM）
ソマリアにおける水衛生事業

適正水処理技術を用いて

表－3　各セクターの長所短所

資金 プロジェクト
管理・実施能力

地元の情報・
ネットワーク 技術・製品 機動力 BOP

ビジネスの知識
ドナー
（日本政府等）

IOM

日本ポリグル
実施国での
地元のNGOや行政機関

現時点での本事業のパートナーシップは図4の通りである。

図－4　IOMソマリアによる官民連携事業形態簡略図
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7.  BOPビジネスとしての側面

IOM水衛生事業により衛生的な環境で
安全な水にアクセスできるようになった裨益者




